様式３実施地域：　　　福祉相談センター


[bookmark: _Hlk30518967]2026年度愛知県地域居住支援事業　企画提案書

１　提案内容
	（１）事業の理解

	（※今回の事業提案にあたり、この事業をどのように捉えたか記載してください。）




	（２）本事業を取り巻く現状・課題及びこれらに対する認識、実施方針

	



	（３）「入居にあたっての支援」の具体的な実施方針

	（※不動産仲介業者や物件などの情報保有状況や、身元保証、家賃債務保証、死後事務委任など、対象者の住まい課題によって、どのような支援を実施するか具体的に記載してください。）




	（４）「居住を安定して継続するための支援」及び「被保護者に対する金銭管理支援」の実施方針

	（※対象者の状況によって、見守支援のみ行う場合もあれば、金銭管理支援が必要となる場合もある。それぞれの対象者の特性や支援の困難性を踏まえ、どのような点に留意し支援を実施するか具体的に記載してください。なお、本事業における金銭管理支援については、預金通帳・現金の直接の預かりは想定しないものとします。）




	（５）支援対象者自らが安定した居宅生活を営む力を高められるよう、自立に向けた支援の実施方針

	



	（６）実施地域における、居住支援法人や不動産仲介事業者・大家等とのネットワークの構築状況（今後、ネットワークを構築する場合は、想定している関係機関や具体的な構築方法）

	



	（７）県福祉相談センターとの連携の必要性の理解と連携の方針

	（※自立相談支援機関やケースワーカーと連携した包括的な支援の必要性をどう捉えているか、具体的な連携方針と併せて記載してください。）




	（８）事業を効果的に実施する上での優位性・企業特色

	





２　事業実施体制およびスケジュール
（１）人員の配置
　　ア　業務責任者
	役　職
	氏　名
	勤務形態
	当該事業での役割

	
	
	常勤・非常勤
	



　　イ　ア以外で、この事業に従事するスタッフ（居住支援員）
	役　職
	氏　名
	勤務形態
	・保有資格、経歴
・居住支援に関する実務経験の有無
・その他福祉に関する相談支援の実務経験の有無

	
	
	常勤・非常勤
	

	
	
	常勤・非常勤
	

	
	
	常勤・非常勤
	


　　　※必要に応じて、行を加えてください。
　　　　※今後、新規雇用等する場合は、その確保の方法を（２）に記載してください。

（２）業務運営体制
　（１）で記載した人員に係る事務分掌（担当業務）等、運営体制の方針を記載してください。
　 ※他業務と兼務の場合は、（兼務○○事務）とその業務を記載すること。また、複数の実施地域を受託した場合に体制に変更がある場合は、変更後の体制を記載すること。
	








３　事業費の積算
（単位：円）
	[bookmark: OLE_LINK2]費　目
	見積額（円）
	積　算　根　拠

	人件費
	
	




	報償費
	
	




	旅費
	
	




	需用費
	
	




	役務費
	
	




	使用料
	
	




	
	
	

	小計
	
	

	（消費税）
	
	小計の１０％

	合計
	
	（税込）



【留意事項】
1 企画提案書は、Ａ４判・縦置き・片面の用紙に作成してください。
2 フォントについては、原則、ＭＳ明朝・１２ポイントとしてください。
3 書ききれない場合は記入欄を適宜拡大しても構いませんが、記入項目とその順序は変更しないでください。
4 要点、ポイントを明確にし、簡潔に記入してください。
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